
法令及び定款に基づくインターネット開示事項

「連結注記表」及び「個別注記表」

第61期（2018年８月１日～2019年７月31日）

「連結注記表」及び「個別注記表」につきましては、法令及び定款

第1 3条の定めに基づき、インターネット上の当社ウェブサイト

（http://www.sanno.co.jp/）に掲載し、ご提供いたしております。

表紙



連結注記表

（連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記）

１．連結の範囲に関する事項

(1) 連結子会社の数　　　　　　２社

連結子会社の名称　　　　　Sanno Philippines Manufacturing Corporation

山王電子（無錫）有限公司

(2) 非連結子会社の名称　　　　Sanno Land Corporation

連結の範囲から除いた理由

　非連結子会社は、小規模であり、総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）

及び利益剰余金（持分に見合う額）等は、いずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼ

していないためであります。

２．持分法の適用に関する事項

持分法を適用しない非連結子会社の名称

Sanno Land Corporation

持分法適用の範囲から除いた理由

　非連結子会社は、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）

等からみて、持分法の対象から除いても連結計算書類に及ぼす影響が軽微であり、か

つ、全体としても重要性がないためであります。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

　連結子会社のうちSanno Philippines Manufacturing Corporationの決算日は、５月31日

であります。

　連結計算書類の作成に当たっては、同決算日現在の計算書類を使用しております。ただ

し、６月１日から連結決算日７月31日までの期間に発生した重要な取引については、連結

上必要な調整を行っております。

　連結子会社のうち山王電子（無錫）有限公司の決算日は、12月31日であります。

　連結計算書類の作成に当たっては、６月30日現在で実施した仮決算に基づく計算書類を

使用しております。ただし、７月１日から連結決算日７月31日までの期間に発生した重要

な取引については、連結上必要な調整を行っております。
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４．会計方針に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券

子会社株式（持分法非適用の非連結子会社株式）

移動平均法による原価法

その他有価証券

時価のあるもの　　　　決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は

移動平均法により算定）

時価のないもの　　　　移動平均法による原価法

②　たな卸資産

評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっております。

製品　　　　　　　　　　個別法

原材料　　　　　　　　　先入先出法

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

①　有形固定資産

　（リース資産を除く）

当社は定率法を、また連結子会社は定額法を採用しており

ます。（ただし、当社の1998年４月１日以降に取得した建

物（附属設備を除く）並びに2016年４月１日以降に取得し

た建物附属設備及び構築物については、定額法を採用して

おります。）

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物　　　３年～50年

機械装置及び運搬具　２年～22年

②　無形固定資産　　　　　　定額法

　（リース資産を除く）　　　なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における

見込利用可能期間（５年以内）に基づいております。

③　リース資産

（所有権移転外ファイナンス・

リース取引に係るリース資産）

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を

採用しております。
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(3) 重要な引当金の計上基準

　　貸倒引当金　　　　　　　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上して

おります。

(4) その他連結計算書類作成のための重要な事項

①　退職給付に係る会計処理の方法　従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末におけ

る自己都合退職による期末要支給額を退職給付債務とする

簡便法により計上しております。

また、一部の海外連結子会社については、現地の会計基準

に従い、決算日における退職給付債務及び年金資産の見込

み額に基づき計上しており、数理計算上の差異については

定額法により従業員の平均残存勤務期間の10年間にわたっ

て、発生翌年度から費用処理をしております。

②　消費税等の会計処理　　　税抜方式によっております。

５．表示方法の変更

(連結貸借対照表）

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 2018年２月16日）

に伴う、「会社法施行規則及び会社計算規則の一部を改正する省令」（法務省令第５号 

2018年３月26日）を当連結会計年度から適用し、繰延税金負債は固定負債の区分に表示　

する方法に変更いたしました。

　　(連結損益計算書）

　　　 前連結会計年度において、独立掲記していた「受取賃貸料」については、金額的重要性

　　　 が無くなったため、当連結会計年度より営業外収益の「その他」に含めることといたし

　　　 ました。また、前連結会計年度において、営業外費用の「その他」に含めていた「為替

　　　 差損」については、金額的重要性が増したため、当連結会計年度より独立掲記いたしま

　　　 した。

６．記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

（連結貸借対照表に関する注記）

１．担保資産及び担保付債務

(1)　担保に供している資産は次のとおりであります。

建物及び構築物 24,130千円

土地 1,153,145千円

合計 1,177,275千円
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(2)　担保付債務は次のとおりであります。

短期借入金 300,000千円

１年内返済予定の長期借入金 223,399千円

長期借入金 276,601千円

合計 800,000千円

２．有形固定資産の減価償却累計額 9,779,750千円

（連結損益計算書に関する注記）

通常の販売目的で保有するたな卸資産の収益性の低下による簿価切下額

売上原価 20,437千円

（連結株主資本等変動計算書に関する注記）

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項

株 式 の 種 類
当連結会計年度
期首株式数(株)

当連結会計年度
増加株式数(株)

当連結会計年度
減少株式数(株)

当連結会計年度
末 株 式 数 ( 株 )

普 通 株 式 5,000,000 － － 5,000,000

２．剰余金の配当に関する事項

該当事項はありません。

３．自己株式の種類及び株式総数に関する事項

株 式 の 種 類
当連結会計年度
期首株式数(株)

当連結会計年度
増加株式数(株)

当連結会計年度
減少株式数(株)

当連結会計年度
末 株 式 数 ( 株 )

普 通 株 式 384,050 － － 384,050

（金融商品に関する注記）

１．金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

当社グループは、設備投資計画に照らして、必要な資金（主に銀行借入や社債発行）を

調達しております。一時的な余資は主に流動性の高い金融資産で運用し、また、短期的な

運転資金を銀行借入により調達しております。

(2) 金融商品の内容及びそのリスク

営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。

投資有価証券は、市場価格の変動リスクに晒されております。
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借入金は、設備投資に係る資金調達等を目的としたものであり、償還日は最長で決算日

後６年であります。このうち一部は、金利の変動リスクに晒されております。

(3) 金融商品に係るリスク管理体制

①信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

当社は、営業業務管理規程に従い、営業債権について、営業部が主要な取引先の状況

を定期的にモニタリングし、取引相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状

況等の悪化による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。連結子会社についても、

当社の営業業務管理規程に準じて、同様の管理を行っております。

②市場リスクの管理

投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況を把握し、

市況や取引先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。

③資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払を実行できなくなるリスク）の管理

当社は、各部署からの報告に基づき経理部が適時に資金繰計画を作成・更新するとと

もに、手許流動性の維持などにより流動性リスクを管理しております。

(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に

算定された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでい

るため、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動することがあります。
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２．金融商品の時価等に関する事項

当連結会計年度末における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額は、次のとおり

であります。

連結貸借対照表計上額

（千円）

時価

（千円）

差額

（千円）

(1) 現金及び預金 2,898,708 2,898,708 －

(2) 受取手形及び売掛金 1,670,900 1,670,900 －

(3) 投資有価証券

その他有価証券 338,017 338,017 －

資産計 4,907,626 4,907,626 －

(1) 短期借入金 1,133,920 1,133,920 －

(2) 長期借入金 2,542,490 2,528,316 △14,173

負債計 3,676,410 3,662,236 △14,173

（注）１．金融商品の時価の算定方法に関する事項

資産

(1) 現金及び預金、(2) 受取手形及び売掛金

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似してい

ることから、当該帳簿価額によっております。

(3) 投資有価証券

市場価格に基づく価格を用いております。

負債

(1) 短期借入金

これらは短期間で返済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似してい

ることから、当該帳簿価額によっております。

(2) 長期借入金（１年内返済予定の長期借入金を含む）

長期借入金の時価については、元利金の合計額を新規借入を行った場合に想

定される利率で割り引いて算出する方法によっております。

－ 6 －

連結注記表



２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

連結貸借対照表計上額（千円）

非上場株式 113,990

合計 113,990

　これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認めら

れることから、(3) 投資有価証券には含めておりません。

３．金銭債権の連結決算日後の償還予定額

１年以内

（千円）

１年超

５年以内

（千円）

５年超

10年以内

（千円）

10年超

（千円）

現金及び預金 2,898,708 － － －

受取手形及び売掛金 1,670,900 － － －

合計 4,569,609 － － －

４．金銭債務の連結決算日後の返済予定額

１年以内

（千円）

１年超

５年以内

（千円）

５年超

10年以内

（千円）

10年超

（千円）

短期借入金 1,133,920 － － －

長期借入金 552,103 1,947,789 42,598 －

合計 1,686,023 1,947,789 42,598 －

（１株当たり情報に関する注記）

１．１株当たり純資産額 927.06円

２．１株当たり当期純損失 △135.51円

算定上の基礎は次のとおりであります。

親会社株主に帰属する当期純損失 △625,506千円

普通株主に帰属しない金額 －

普通株式に係る当期純損失 △625,506千円

普通株式の期中平均株式数 4,615,950株
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（重要な後発事象に関する注記）

該当事項はありません。

（その他の注記）

減損損失

　生産拠点の再編を決定したことに伴い、鈴川工場、秦野工場の固定資産を回収可能価額ま

で減額し、減損損失145,444千円を特別損失として計上しております。
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個別注記表

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

１．資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券

①　子会社株式　　　　　　　移動平均法による原価法

②　その他有価証券

時価のあるもの　　　　決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は

移動平均法により算定）

時価のないもの　　　　移動平均法による原価法

(2) たな卸資産

　評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっております。

①　製品　　　　　　　　　　個別法

②　原材料　　　　　　　　　先入先出法

２．固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産　　　　　　　定率法

（リース資産を除く）　　　　ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（附属設備を

除く）並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備

及び構築物については、定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物　　　　　　　　　３年～38年

構築物　　　　　　　　６年～50年

機械及び装置　　　　　２年～22年

車両運搬具　　　　　　４年～６年

工具、器具及び備品　　２年～20年

(2) 無形固定資産　　　　　　　定額法

（リース資産を除く）　　　　なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における

見込利用可能期間（５年以内）に基づいております。

(3) リース資産 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を

採用しております。（所有権移転外ファイナンス・　

　リース取引に係るリース資産）

３．引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金　　　　　　　　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上して

おります。
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(2) 退職給付引当金　　　　　　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における自

己都合退職による期末要支給額を退職給付債務とする方法

を用いた簡便法により計上しております。

４．その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理　　　　税抜方式によっております。

５．表示方法の変更

（損益計算書）

　前事業年度において、「営業外費用」の「その他」に含めていた「為替差損」について、

金額的重要性が増したため、当事業年度より区分掲記することといたしました。

６．記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

（貸借対照表に関する注記）

　１．担保資産及び担保付債務

(1) 担保に供している資産は次のとおりであります。

建物 24,130千円

土地 1,153,145千円

合計 1,177,275千円

(2) 担保付債務は次のとおりであります。

短期借入金 300,000千円

１年内返済予定の長期借入金 223,399千円

長期借入金 276,601千円

合計 800,000千円

　２．有形固定資産の減価償却累計額 6,101,863千円

　３．関係会社に対する金銭債権債務

　短期金銭債権

　長期金銭債権

　短期金銭債務

18,806千円

380,240千円

109,062千円
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（損益計算書に関する注記）

　１. 関係会社との取引高の総額

      営業取引による取引高

　売上高 4,173千円

      営業取引以外の取引高 109,486千円

　２. 通常の販売目的で保有するたな卸資産の収益性の低下による簿価切下額

売上原価 13,447千円

（株主資本等変動計算書に関する注記）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

株 式 の 種 類
当事業年度期首
株 式 数 ( 株 )

当事業年度増加
株 式 数 ( 株 )

当事業年度減少
株 式 数 ( 株 )

当 事 業 年 度 末
株 式 数 ( 株 )

普 通 株 式 384,050 － － 384,050
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（税効果会計に関する注記）

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

（繰延税金資産）

　　固定資産

繰越欠損金 1,097,769千円

関係会社出資金評価損 482,471千円

減損損失 358,705千円

退職給付引当金 63,940千円

長期未払金 25,940千円

投資有価証券評価損 15,433千円

減価償却費 6,154千円

その他 34,779千円

　小計 2,085,194千円

評価性引当額 △2,085,194千円

　合計 ―千円

（繰延税金負債）

　　固定負債

その他有価証券評価差額金 40,792千円

　合計 40,792千円

－ 12 －

個別注記表



（関連当事者との取引に関する注記）

　子会社等

種 類 会社等の名称 住 所
資 本 金
又 は
出 資 金

事業の
内 容

議決権等
の 所 有
(被所有)
割合(％)

関係内容

取引の内容
取 引
金 額
(千円)

科目
期 末
残 高
(千円)役員の

兼任等
事業上
の関係

子会社

Sanno
Philippines
Manufacturing
Corporation

フィリピン
共 和 国
カ ビ テ 州

18,560千米
ドル

貴金属表面
処 理 加 工

(所有)
直 接
99.9

兼任
3名

技 術
支援等

技術指導料 72,000 - -

金銭消費貸
借契約

108,640
短 期
借 入 金

108,640

子会社
山 王 電 子
（ 無 錫 ）
有 限 公 司

中 華 人 民
共 和 国
江 蘇 省

17,000千米
ドル

貴金属表面
処 理 加 工
精密プレス
加 工

(所有)
直 接
100.0

兼任
3名

技 術
支援等

技術指導料 26,028 未収入金 13,197

金銭消費貸
借契約

380,240
長 期
貸 付 金

380,240

（注）取引条件及び取引条件の決定方針等

１．技術指導料

　業務内容を勘案し、両者協議の上決定しております。

２．長期貸付金

　貸付利率は両者協議の上、市場金利を勘案して合理的に決定しており、貸付条件は期

間5か年、一括返済としております。なお、担保の提供は受けておりません。

３．短期借入金

　借入利率は両者協議の上、市場金利を勘案して合理的に決定しており、借入条件は期

間1か年、一括返済としております。なお、担保の差し入れは行っておりません。
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（１株当たり情報に関する注記）

１．１株当たり純資産額 880.28円

２．１株当たり当期純損失 △162.41円

算定上の基礎は次のとおりであります。

当期純損失 △749,655千円

普通株主に帰属しない金額 －千円

普通株式に係る当期純損失 △749,655千円

普通株式の期中平均株式数 4,615,950株

（重要な後発事象に関する注記）

該当事項はありません。

（その他の注記）

減損損失

　生産拠点の再編を決定したことに伴い、鈴川工場、秦野工場の固定資産を回収可能価額ま

で減額し、減損損失145,444千円を特別損失として計上しております。
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